
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

5,164

第56期

4,363

第57期 第56期 第57期 第56期 第57期 第56期 第57期

124109

108
4,784

第58期 第58期 第58期 第58期

169 217

37

18
△67

63

※当事業年度より単体ベースで作成しておりますので、上記の推移につきましても単体ベースの3期分を記載しております。

※�2023年2月期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用するため、上記の業績予想は当該会計基準等を適用した後の金額となっており、対前年増減率は記載
しておりません。

F I N A N C I A L  H I G H L I G H T S

決算ハイライト

前年比 9.6%増

4,784百万円

売 上 高

5,437百万円

売 上 高

244百万円

営 業 利 益

283百万円

経 常 利 益

181百万円

当 期 純 利 益

169百万円

営 業 利 益

217百万円

経 常 利 益

37百万円

当 期 純 利 益（ 損 失 ）

2022年２月期の業績

コロナ禍により加速する社会環境の変化を見据えた営業活動に注力し増収・増益POINT

2023年２月期の業績予想

証券コード��5817

2021年3月1日 ▶ 2022年2月28日 

株 主 通 信第58期

前年比820.6%増 前年比239.8%増 前年比 —

前年比 前年比 前年比 前年比 ————



代表取締役社長　植村�剛嗣

　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、

厚く御礼申し上げます。ここに、第58期（2021年3月1日から

2022年2月28日まで）における決算のご報告を申し上げます。

　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロ

ナウイルス感染の波が未だに収束の兆しを見せ

ず社会経済活動が停滞し、景気悪化の状況が継

続することとなりました。ワクチン普及は進ん

でいるものの新株ウイルスも次々と現れ、度々

猛威を振るい、依然として先行きが不透明な状

況が続いております。海外経済においても新型

コロナウイルスの感染拡大は続き、厳しい状況

が続くこととなりました。

　このような状況のもとでも当社は、経営方針

損益計算書の概要 （単位：百万円）

第58期
2021年３月1日〜2022年２月２８日

第57期
2020年３月1日〜2021年２月２８日

売上高
4,363

売上高
4,784

営業利益
18

経常利益
63

売上原価
販売費及び一般管理費 

3,605
1,009

営業
利益
169

経常
利益
217

税引前
当期

純利益
88

法人税等
51

営業外
費用
33

特別
損失
128

当期
純利益
37

△67
当期純損失

営業外
収益
81

F I N A N C I A L  STAT E M E N T S

財務諸表（要約） ※第58期より連結決算から個別決算に移行しております。

営業の概況

TO  O U R  S H A R E H O L D E R S

B U S I N E S S  O U T L I N E

株主の皆様へ

として、“重点指向”を掲げ、電線事業及びトー

タルソリューション事業の二つの事業により、

営業基盤の強化と拡充に努めております。

　当社の業績につきましては、当事業年度の売

上高は47億84百万円（前事業年度比9.6%増）、

営業利益1億69百万円（前事業年度比820.6%

増）、経常利益2億17百万円（前事業年度比

239.8%増）、当期純利益37百万円（前事業年

度は当期純損失67百万円）となりました。



貸借対照表の概要 （単位：百万円）

第58期 期末
2022年２月28日現在

第58期 期末
2022年２月28日現在

第57期 期末
2021年２月28日現在

第57期 期末
2021年２月28日現在

491
現金及び預金

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

3,372

16

1,802

3,091

12

1,796

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

526
現金及び預金

資産合計
8,542

負債・
純資産合計
8,542

流動負債

固定負債
1,993

2,112

流動負債

固定負債
1,772

2,255

株主資本

評価・換算差額等
4,381

46

株主資本

評価・換算差額等
4,372

64

流動資産
3,641

固定資産
4,901

資産合計
8,456

流動資産
3,265

固定資産
5,191

負債
4,105

4,437
純資産

負債・
純資産合計
8,456

負債
4,028

純資産
4,428

R E V I E W O F  S E G M E N T  O P E R AT I O N S

部門別の概況

売上高

売上高

セグメント利益

セグメント損失

4,381百万円

403百万円

203百万円

△34百万円

　売上高  　セグメント損失
（単位：百万円）

△34

403

第58期

4,381

203

（単位：百万円）
　売上高  　セグメント利益

第58期

　電線事業につきましては、新型コロナウイルス感染拡大の
影響により、客先において、コネクタなどの材料調達が困難
になり、それに伴う電線の買控えなどがみられ、当社として
はファクトリーオートメーション（FA）関係品全般におい
て特に厳しい状況が続きました。設備投資関連や住宅建設関
連の工事延期、またOEM製品の受注量につきましても全体
的に厳しい状況が続くこととなりました。
　これにより、売上高43億81百万円、セグメント利益2億3
百万円となりました。

計装・制御・通信・防災用の各種ケーブル、光ファイバーケーブルの企画・製造・販売
受託開発による各種高機能電線の製造・販売

事業内容

産業用製品の企画・製造・販売
各種自動化・省力化システムのソリューションに対する受託開発
スマート工場構築に関するソリューション支援

　トータルソリューション事業につきましては、新型コロナ
ウイルス感染拡大により海外渡航制限や移動自粛などの制限
された現場での対策ツールとして使用されることが多く、ス
マートグラスを使用した遠隔作業支援システム（nvEye'sⓇ）
の売上げは高い水準で安定しておりましたが、世界的半導体
不足の影響は例外なく受けております。
　これにより、売上高4億3百万円となりましたが、新製品
開発による研究開発コストの増加や一部外注によるコスト増
加により、利益率が低下し、セグメント損失34百万円とな
りました。

トータルソリューション事業

事業内容

電線事業

Cable Business

Total Solution Business

※第58期より連結決算から個別決算に移行しております。



株 主 メ モ

（2022年２月28日現在）

大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

日 電 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 536（千株） 11.45（%）

青　木　　さ　ち　子� 311 6.64

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 168 3.59

J P モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 112 2.39

リ ケ ン テ ク ノ ス 株 式 会 社 101 2.17

泉 州 電 業 株 式 会 社 97 2.08

因 幡 電 機 産 業 株 式 会 社 84 1.81

昭 和 化 成 工 業 株 式 会 社 75 1.60

浦　名　　榮　次　郎� 75 1.60

植　村　　瑠　美� 66 1.40

本社・本社工場
〒673-1331 兵庫県加東市森尾127番1

業 � 務 � 部�TEL�0795-46-1300　FAX�0795-46-1310
管理課・経理課�TEL�0795-46-1697　FAX�0795-46-1560

大阪営業所
〒532-0003 大阪市淀川区宮原4丁目6番18号　新大阪和幸ビル2階

管 � 理 � 部�TEL�06-6393-0001　FAX�06-6393-0010
BSグループ�TEL�06-6393-0081　FAX�06-6393-0088

東京営業所
〒102-0073 東京都千代田区九段北3丁目2番5号　九段北325ビル3階

BSグループ�TEL�03-6272-5232　FAX�03-3556-1240
業 � 務 � 部�TEL�03-3239-5204　FAX�03-3556-1240

北九州研究開発センター
〒802-0985 福岡県北九州市小倉南区志井5丁目20番1号

北九州工業高等専門学校内

韓国連絡事務所
〒18453 韓国京畿道華城市盤松洞90-1三星スマートシェルビル2216号室

TEL�+82-31-8015-1777　FAX�+82-31-8015-1777

（注）持株比率は自己株式（5,571株）を控除して計算しております。

発行可能株式総数 12,000,000株
発行済株式の総数 4,691,555株
株主数 3,370名

（2022年２月28日現在）会社情報

会社概要
商 号 JMACS株式会社

（英文名：JMACS�Japan�Co.,�Ltd.）

設 立 1965年3月10日（登記上：1948年8月3日）

資 本 金 6億4,778万5,000円

従 業 員 数 135名（※臨時従業員を除く）

代表取締役社長 植 村 剛 嗣

専務取締役 植 村 瑠 美

常務取締役 浦 井 清 一

取締役 上 川 博 之

取締役 松 本 知 久

取締役 野 口 真 弘

取締役（常勤監査等委員） 掘 井 尚 登

取締役（監査等委員） 阿 登 靖 紀

取締役（監査等委員） 久 池 井 　 　 　 茂
（注）取締役野口真弘、阿登靖紀及び久池井茂の３氏は、社外取締役であります。

役 員（2022年５月27日現在）

株式に関する事項

当社ホームページにおきましても、最新のトピックス
をはじめとして、IR情報や会社情報、製品情報など様々
な情報をご案内しております。

https://www.jmacs-j.co.jp
インターネットホームページアドレス

STO C K  I N F O R M AT I O N

株式情報
C O R P O R AT E  I N F O R M AT I O N

事 業 所

証券会社等で
株式を保有され

ている場合

証券会社等で
株式を保有されていない場合

（特別口座の場合）

住所変更、株式
配当金受取り
方法の変更な
どのお問合せ

お取引の証券会
社等になります。

当社の特別口座の口座管理機関
みずほ信託銀行へお問合せ願います。
みずほ信託銀行�証券代行部
ホームページ：https://www.mizuho-
tb.co.jp/daikou/index.html
フリーダイヤル�0120-288-324
（土・日・祝日を除く9:00〜17:00）未払配当金、そ

の他当社株式
関係書類につい
てのお問合せ

右記みずほ信託
銀行までお問合
せ願います。

ご 注 意

特別口座では、単元未満株式の買取・買
増以外の株式売買はできません。
株式の売買にあたっては、証券会社等に
口座を開設し、株式の口座振替手続を行っ
ていただく必要があります。

事 業 年 度 毎年３月１日から翌年２月末日まで
定 時 株 主 総 会 毎年５月

配 当 の 基 準 日 期末配当　　　２月末日
中間配当　　　８月31日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
みずほ信託銀行株式会社

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所スタンダード
証 券 コ ー ド 5817

公 告 の 方 法
電子公告（https://www.jmacs-j.co.jp）
ただし、やむを得ない事由により電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲
載いたします。


